
資料３－１ 

各府省独法評価委員会の業績勘案率（案）について（総括表） 

 

府省名 独法名 役職 

※１ 

在任期間 業績勘案率適用期間 業績勘案率

理事 15.4.1～19.3.31 
平成 16 年１月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

(独)統計センター 

理事 15.4.1～19.3.31 
平成 16 年１月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

総務省 
２法人 
３名 

 

(独)平和祈念事業特
別基金 

理事長 17.1.1～18.12.31
平成 17 年１月 

～平成 18 年 12 月 
１．０ 

理事長 15.4.1～19.3.31 
平成 16 年１月 

～平成 19 年 3 月 
０．９ 

理事 15.4.1～19.3.31 
平成 16 年１月 

～平成 19 年 3 月 
０．９ 

財務省 
１法人 
３名 

 
(独)国立印刷局 

監事 17.4.1～19.3.31 
平成 17 年 4 月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

(独)労働者健康福祉
機構 

理事 18.4.1～19.3.31 
平成 18 年４月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

(独)高齢・障害者雇用
支援機構 

理事 16.7.1～19.6.30 
平成 16 年７月 

～平成 19 年 6 月 
１．０ 

厚生労働省
３法人 
３名 

(独)労働政策研究・研
修機構 

理事 17.8.16～19.6.30
平成 17 年 8 月 

～平成 19 年 6 月 
１．０ 

(独)土木研究所 監事 13.4.1～19.3.31 
平成 16 年１月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

(独)海上技術安全研
究所 

理事長 13.4.1～19.3.31 
平成 16 年１月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

(独)港湾空港技術研
究所 

理事長 13.4.1～19.3.31 
平成 16 年１月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

(独)電子航法研究所 監事 17.4.1～19.3.31 
平成 17 月 4 月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

理事 
※２ 

15.4.1～19.3.31 
平成 16 年１月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

(独)海技教育機構 
監事 
※３ 

16.4.1～19.3.31 
平成 16 年 4 月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

理事長
※４ 

15.4.1～19.3.31 
平成 16 年１月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

(独)航海訓練所 
理事 17.4.1～18.9.30 

平成 17 年 4 月 
～平成 18 年９月 

１．０ 

理事長 17.4.1～19.3.31 
平成 17 年 4 月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

(独)航空大学校 
監事 17.4.1～19.3.31 

平成 17 年 4 月 
～平成 19 年 3 月 

１．０ 

理事長 16.4.1～19.3.31 
平成 16 年 4 月 

～平成 19 年 3 月 
１．０ 

理事 15.10.1～18.7.11
平成 16 年１月 

～平成 18 年 7 月 
１．０ 

理事 15.10.1～18.4.7 
平成 16 年１月 

～平成 18 年４月 
１．０ 

(独)国際観光振興機

構 
 

監事 17.7.20～18.7.31
平成 17 年 7 月 

～平成 18 年 7 月 
１．０ 

国土交通省 
11 法人 
20 名 

(独)空港周辺整備機

構 
理事 15.10.1～18.9.19

平成 16 年１月 
～平成 18 年 9 月 

１．０ 



府省名 独法名 役職 

※１ 

在任期間 業績勘案率適用期間 業績勘案率

(独)空港周辺整備機

構 
理事 17.4.1～19.3.31 

平成 17 年 4 月 
～平成 19 年 3 月 

１．０ 

理事 16.10.1～18.6.30
平成 16 年 10 月 

～平成 18 年 6 月 
１．０ 

(独)海上災害防止セ

ンター 理事 17.8.5～18.6.30 
平成 17 年 8 月 

～平成 18 年 6 月 
１．０ 

理事 15.6.30～18.5.31
平成 16 年 7 月 

～平成 18 年 5 月 
１．０ 

(独)都市再生機構 
理事 15.4.1～18.6.30 

平成 16 年 7 月 
～平成 18 年 6 月 

１．０ 

※１ 独法名については、退職時に所属していた独法を記載している。 

※２ 平成 15 年４月１日から平成 18 年３月 31 日までは独立行政法人海員学校理事であったが、平成 18 年 4

月 1日の組織改編に伴い独立行政法人海技教育機構理事となった。 

※３ 平成 16 年 4 月 1日から平成 18 年 3 月 31 日までは独立行政法人海員学校理事であったが、平成 18 年 4

月 1日の組織改編に伴い独立行政法人海技教育機構監事となった。 

※４ 平成 15 年 4 月 1日から平成 17 年 3 月 31 日までは同訓練所理事。平成 17 年 4 月 1日より同訓練所理事

長に就任。 

  


